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令和２年 「社会福祉施設等調査」の結果を公表します 
 
 

厚生労働省では、このほど、令和２年「社会福祉施設等調査」の結果を取りまとめまし

たので公表します。                            

「社会福祉施設等調査」は、全国の社会福祉施設等の数、在所者、従事者の状況などを

把握し、社会福祉行政推進のための基礎資料を得ることを目的として、毎年10月 1日現在

の状況について調査を実施しています。 

令和２年は、全国の老人福祉施設や障害者支援施設、児童福祉施設等及び障害福祉サー

ビス等事業所・障害児通所支援等事業所のうち、124,174 施設・事業所を対象として調査

し、活動中の105,526施設・事業所について集計を行いました。 

 

【調査結果のポイント】 

 １ 施設の状況 

  ○主な施設数 

・保育所等(注)                  29,474施設（対前年＋737施設（＋2.6％）） 

・有料老人ホーム（サービス付き高齢者向け住宅以外） 

15,956施設（対前年＋822施設（＋5.4％）） 

＜３頁 表１＞ 

２ 障害福祉サービス等事業所・障害児通所支援等事業所の状況 

 ○主な事業所数 

･居宅介護事業所       23,741事業所（対前年＋643事業所（＋2.8％）） 

   ○対前年増加率の高い事業所 

・居宅訪問型児童発達支援事業所 172事業所（対前年＋55事業所（＋47.0％）） 

・自立生活援助事業所      326事業所（対前年＋60事業所（＋22.6％）） 

＜５頁 表４＞ 
 
注: 保育所等は、幼保連携型認定こども園、保育所型認定こども園及び保育所である。 

   

詳細は、別添概況をご覧ください。 
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